
地域子ども教室は、保護者、子どもたちからの評価は高い。より多くの地域社会の人々を巻き込める体制づくりが求めら
れる。そのためのPR,人材養成等を工夫する余地がある。

環境配慮
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実施根拠

地域の大人の協力を得て、子どもたちに安全・安心な活動拠点を提供し、多様な活動や交流の機会を与え
ることにより、地域社会の中で子どもたちが健やかに育つ環境を醸成するとともに、地域の教育力の向上に
資する。
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評価理由

・目的の妥当性
・市民ニーズへの対応
・市が関与する必要性
・市が負担する必要性
など

４

子どもを取り巻く環境が変化する中で、子どもたちに安全・安心な居場所を
確保することについて、保護者からのニーズは高い。地域の教育力の活用
という点でも必要性が高い。

事業に参加した児童や保護者からは好評を得ており、参加者も順調に増加
している。また、地域の大人との交流を通じて子どもたちの健全育成が図ら
れるとともに、地域の教育力向上にも寄与している。但し、市内全域への拡
大に向けては、事業の更なる周知とより多くの協力者が必要である。
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３　事務事業の実施状況と成果

指標名

・活動目標の達成度
・成果の向上
・上位施策への貢献度
・市民サービスの向上
など

継続

（前年度方向性評価）

649円

２１年度

◆第一次評価　（担当課による評価）

評価の視点

放課後や週末に小学校の余裕教室や公民館等を活用し、地域の大人の協力により子どもたちに多様な活
動や交流の機会を提供した。また、連絡会Ｔｉｅを通じてスタッフの交流・情報交換を行うなど、運営体制の強
化に努めている。

家庭や地域の教育力が低下するなど子どもを取り巻く環境が変化する中で、子どもたちに安全・安心な居場
所を確保するため、平成１９年度から市の事業として実施している。 参加児童１人あたりの経費

指標名 人 7,223
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２２年度 ２３年度単位教育委員会　生涯学習部　社会教育課
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千円
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平成２３年度教育委員会事務点検評価（平成２２年度実施事務事業）評価表

４　事業費整理番号 30１　事務事業の基本事項

内線-
地域子ども教室推進事業

電話番号 千円 2,360
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人
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事業については、市から委嘱されたコーディネーター２名が、各教室の指導
と調整を行っている。各教室は市からの委託金により運営されているが、地
域のボランティアの協力により限られた経費の中でも活発な運営がなされ
ている。

＜５段階評価＞　　　５：極めて高い　４：高い　３：普通　２：低い　１：かなり低い

目標値の根拠・考え方

全ての小学校区に教室
を開設する

( )

対前年比２％増
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次世代育成支援計画
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地域子ども教室推進事業

６　その他（学識経験者の意見等）

99.5%

参加延べ人数（児
童数）

～

２　事務事業の目的・内容

事業開始
の背景等

6,300 6,400

6,266 7,223

社会教育法

6,149

目標値

実績値
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平成 19

担当部課

項

２３年度

家庭や地域の教育力の向上

地域に根ざした教育の推進

参加者及びスタッフに対して、自動車使用の自粛やゴミの持ち帰り等を呼びかけている。また、子ども達に
とって環境学習となるプログラムを取り入れている。

主に小学生

今後の
方向性

２０年度

5 人を育み文化を創造するまちをめざして

2 節

章

次世代教育の充実

3

国の放課後子ども教室事業を活用し、既設教室の活動を引き続き支援するとともに、未設置地域への拡大を
図っていく。また、人材の育成及び新たな協力者を得るため、コーディネーターを中心に連絡会Ｔｉｅの取組（ス
タッフ交流や周知宣伝活動）を支援する。

目

事業区分

年度

・手段の最適性
・コスト効率の向上
・受益者負担の適正化
・執行体制の効率化
など

前年度

４

直営 全部委託 一部委託 補助・負担 その他

継続 内容の見直し 抜本的見直し 廃止 休止 完了

指定管理

自治事務 法定受託事務 法定受託事務＋自治事務


